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背景と目的
背景と目的

背景
 情報の分散管理を特長とするブロックチェーン技術は、その可用性や完全性などから近年注目を集めており、様々な分野での
活用が期待されている。そのため、金融分野を始めとする多くの分野で研究が進められているところであり、将来的には、民間
企業や公的機関の幅広い分野において、その技術が応用されることが予想されている。

目的
 本調査研究では、上記の背景に基づき、ブロックチェーン技術の特徴を整理するとともに、各業界における動向を整理すること
により、当該技術が普及した社会を展望することを目的とする。
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Blockchain as a Service（BaaS）として、ブロックチェーンをクラウドサービスとして提供する
事業者が存在。BaaSでは、APIを活用することで比較的簡易にアプリを構築することが出来る

ブロックチェーンの概要：Blockchain as a Service

Blockchain as a Service の取組例

活用技術例サービス概要 実装例

• Hyperledger Fabric
• R3 Corda

• Accenture Blockchain Hub
- 運用に必要なAPI等の機能を提供
- 既存の業務システムとの連携を支援

• ふくおかFGは、Accentureと共同で、ポ
イントサービスを運営。キャンペーン
達成の判定からポイント付与まで、ス
マートコントラクトで自動化を実現した

• Ethereum
• Hyperledger Fablic

• AWS Blockchain Templates
- 従量制課金で多様なニーズに対応
- ブロックチェーン管理、モニタリング、参
照を行う追加コンポーネントを提供

• ソニーは、Amazonと共同で、音楽著
作権の登録管理を簡易化し、クリエイ
ターが権利情報処理に係る作業の効
率を高めるサービスを提供している

• Ethereum on Azure
• Hyperledger Fablic
• Corda
• Azure Blockchain Workbench

• Azure Marketplace Solution
- Azureに構成済みのモジュールを用い
て、開発に要する時間を短縮可能

- データを安全・効率的に管理可能

• Starbucksは、Microsoftと共同で、
コーヒー豆のサプライチェーンを管理するシ
ステムを開発することを発表した

• Hyperledger Fablic• Autonomous Blockchain Solution
- 事前構成されたモジュールを利用して、
導入を迅速・簡易に実行可能

- OracleのCloudを活用してサードパー
ティのアプリと簡易に統合可能

• 北海道檜山郡での地域通貨の流通・
管理プラットフォーム基盤の実証実験に、
Oracle Blockchain Platformが採用さ
れた
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金融資産、契約・権利・資産に関する情報、経営上秘匿性の高い情報等管理について、
ブロックチェーンの活用が見込まれている

ブロックチェーンの活用事例：主な活用領域

*1 ) 経済産業省「平成２７年度 我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備
（ブロックチェーン技術を利用したサービスに関する国内外動向調査）」より抜粋

価値の流通・ポイント化、プラットフォームのインフラ化
• 例）自治体等が発行する地域通貨を、ブロックチェーンで流通・管理A

権利証明行為の非中央集権化の実現
• 例）土地の物理的現況や権利関係の情報を、ブロックチェーン上で登録・公示・管理B

オープン・高効率なサプライチェーンの実現
• 例）製品の原材料からの製造過程と流通・販売までを、ブロックチェーン上で追跡D

プロセス・取引の全自動化、効率化の実現
• 例）契約条件、履行内容、将来発生するプロセス等を、ブロックチェーン上に記録E

ブロックチェーン技術による社会変革の可能性*1

遊休資産ゼロ・高効率シェアリングの実現
• 例）資産等の利用権移転情報、提供者/利用者の評価情報をブロックチェーン上に記録C
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ソニーは、ブロックチェーンを活用して、利用者の学習データ管理を行うシステムを提供している。
外部事業者は、蓄積されたデータを活用して、リコメンド等のサービスを実装可能

ブロックチェーンの活用事例：主な活用事例 - プロセス・取引の全自動化、効率化の実現（5/5）

企業名

活用概要

実証段階 2016年、ブロックチェーンによる学習到達・活動記録の
オープン化技術を開発、富士通等に対してサービスを提供

基本情報 サービスイメージ

【学習履歴の簡易な管理】
• 初等教育のみならず、リカレント教育等、個人が学んだ学習
データを蓄積・活用することが可能

【デジタル教材のデータ集約】
• 学習データを基に、学習者向けに、教育コンテンツのリコメンド
や、転職マッチングサービス等を提供可能

【学習データのポータビリティ】
• ブロックチェーンを通して、個人の学習データを、事業者やサー
ビスを問わずに利用出来る環境を構築可能

活用技術 「Hyperledger Fabric」を活用

• ソニーグローバルエデュケーションは、ブロックチェーン技術を基に、学習者の
データ管理を行うネットワーク「Education Data Network」を提供
- 学習者がプラットフォーム上のサービスを利用することで、データが蓄積する
- 外部事業者は、それらのデータを活用し、自社のサービスを高度化可能ブロックチェーンを用いて、生徒の学習履歴の管理を効率化し、

生徒の学習の効率化、正確な学習履歴の評価を可能にする

メリット
教育アプリケーションプラットフォーム

適応・個別型
学習サービス

ポートフォリオ
証明サービス

能動型
学習サービス

評価・
テストサービス

学習データ 学習データ 学習データ 学習データ

標準API 標準API 標準API 標準API

利用者

出版社 サービス
提供者

中央
官庁

大学

教員

学校
法人

Education Data Network
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Libraは、取引を記録するメンバーが限定的であるため承認に要する時間が短いことや、
決済の確定が存在することから、価格安定性が高く、決済用途に適している

金融分野におけるブロックチェーン：ブロックチェーン技術

Bitcoin Ethereum Hyperledger Fabric Libra Blockchain

主導 コミュニティベース Ethereum Foundation IBM、 Linux Foundation Libra Association

目的 ビットコイン 分散型コンピュータ 汎用システム 決済

参加形態 パブリック パブリック コンソーシアム コンソーシアム

仮想通貨 bitcoin ether - Libra

データ共有 ブロードキャスト*1 ブロードキャスト 暗号化 必要範囲での共有

コンセンサス*2 PoW*3 PoS*4 独自 独自（Libra BFT）

ファイナリティ*5 確率的 確率的 あり あり

保有残高の管理 UTXO*6ベース ステート*7 ステート ステート

スマートコントラクト 限定的 チューリング完全*8 チューリング完全 チューリング完全

言語 Python等 Solidity等 Go等 Rust等

※1：ブロードキャスト - 取引を行うとその取引情報がネットワーク上の全ノードに送信されること
※2：コンセンサス - 参加者間で、ネットワーク上の取引内容に合意する方法
※3：Proof of Work - コンセンサスを、ノードの仕事量に応じて確定させていく仕組み
※4：Proof of Stake - コンセンサスを、仮想通貨の保有量に応じて確定させていく仕組み

※5：ファイナリティ - 取引の確定のこと
※6：Unspent Transaction Output - 個別の取引の結果の残高
※7：ステート - 個別の取引の結果が集計された状態
※8：チューリング完全 – あらゆる処理を実行出来るプログラミング言語であること
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Libraは、発行額と同額の法定通貨を保全し、
価格安定性を高めることで、決済用途への活用を見込む

金融分野におけるブロックチェーン：仮想通貨の価格変動性

概要

法定通貨
担保型

• 同額の法定通貨（ドル、円など）を保全することで、価値を
担保する

• Libra（Facebook）
• Tether（iFinex）
• TrueUSD（Prime Trust LLC等、米国の複数の信託銀行）
• Zen（一般社団法人ブロックチェーン推進協会）
• MUFG Coin（三菱UFJ銀行）

仮想通貨
担保型

• 同額の仮想通貨（ビットコイン、Etherなど）を保全することで、
価値を担保する

• Bitshares（Bitshare Network）
• MakerDAO（Maker Foundation）

無担保型

• 仮想通貨の発行量を管理することで、価値の変動をコントロー
ルする

• Basis（Basis：解散）
• Carbon（Carboncoincompany）
• Fragments（Fragments network blockchain project）
• Kowala（Kowala）

実装事例

現在の仮想通貨は、取引量が少ないことや、値動きに上限が無いこと、規制の影響を受けやすいこと等から、
価格の変動が激しく専ら投機手段として用いられており、価格の安定性が求められる用途での活用は困難な状況である。

そんな中、決済手段等に活用可能な、価格の安定性が高い仮想通貨（ステーブルコイン）を構築するための取組が進んでおり、
現状、大きく3つのアプローチが存在する。

仮想通貨の価格変動性
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ブロックチェーンを活用した資金調達方法として、既存の法規制に準拠せず運用されていた
ICOに代わって、法規制に沿って資金調達を行うことが可能なSTOが提唱・運用されている

金融分野におけるブロックチェーン：ブロックチェーンを用いた資金調達方法について

Initial
Coin

Offering

Security
Token

Offering

概要

• 企業・プロジェクトが、トークンを発行
し、投資家が購入することで、資金
調達を図る

• トークン自体が価値を有す

• 企業・プロジェクトが、トークンを発行
し、投資家が購入することで、資金
調達を図る

• 証券等の権利をトークンで表す

ブロックチェーンを活用した資金調達方法として、“Initial Coin Offering”（ICO）が行われていたが、
各国で明確な法規制が整わないまま、トークンの売買が行われていた。

その結果、プロジェクト開発がなされない等の詐欺事例が発生する等、問題となっていた。

既存の資金調達方法の問題点

ICOに代わり、資金調達を行う方法として、”Security Token Offering”（STO）が整備され、
既存の法規制に準じた形で資金調達を行うことが可能となった。

法規制

• 各国では、法規制への準拠はなし
⇒実質違法の運用が行われていた
（現在日本では、資金決済法）

• 各国で、法律に準じた取引を行う
- 日本では、2020年6月迄に改正金
融商品取引法が施行され、STOに
対応される予定

運用における課題

• プロジェクトの計画等を記したホワイト
ペーパーを基にICOを実施し、資金調
達を行ったが、実際にはプロジェクトは
実施されない等の例が存在
⇒現在は、ICOの例は激減

• 今後、STOの事例が増加する際、実
際の運用を阻害しない形での法規
制を実現することが求められる
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